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１  計 画 策 定 の 趣 旨 等 に つ い て  

⑴ 計画策定の背景及び計画名称について 

本市においては、他の自治体に先駆け積極的に行財政改革を推進し、

平成１１年度から平成２５年度までを計画期間とする職員定数削減計

画（以下「削減計画」という。）に基づき、職員数の削減及び人件費の

抑制を図るとともに、社会情勢の変化に対応した簡素で効率的な職員

体制の確立に取り組んできました。 

その後、依然として厳しい財政運営が続く中、市民ニーズの複雑・多

様化、突発的な行政課題等への対応が求められるなど、行財政改革を進

めながらも業務量が増大している状況を踏まえ、平成２６年度から平

成３２年度（令和２年度）までを計画期間とする職員定数適正化計画

（以下「適正化計画」という。）を策定し、これまでの職員の削減を前

提とした定員管理から、業務量と職員数とのバランスを考慮しながら

社会情勢の変化や市民要請に弾力的に対応するための定員管理に移行

し、本市における職員数の適正化に努めてきたところです。 

現在、地方自治体を取り巻く環境は年々これまで以上に大きく変化

しており、人口減少、少子高齢化等の進行、昨今の激甚化する災害や新

型コロナウイルス感染症への対応を始め、会計年度任用職員制度の導

入や今後の定年引上げの実施等による職員構造の変化の中で、将来を

見据えた職員の人材育成や働き方改革等によるワークライフバランス

に配慮した職場環境の整備が求められています。 

本市においては、このような様々な行政課題に対処していきながら

住民の福祉の増進に努め、最小の経費で最大の効果を上げるという地

方自治の基本理念に基づき、今後の行政需要の動向を見据えた適正な

職員の配置に努め、将来にわたって持続可能な行財政運営を実現して

いく責務があります。 

こうした背景を踏まえ、今回新たに策定する計画では、これまでの職

員数の「削減」や「適正化」を図る段階から、行政需要の変化等に即応

できる「柔軟かつ安定」した職員体制を目指す段階に移行することとし、

令和５年度以降の第５次新座市総合計画（以下「総合計画」という。）

に基づく各種施策等の推進に当たって必要な業務量を見定め、今後想

定される行政需要にも対応できる十分な職員数について検討し位置付

けるものです。 

このため、本計画の名称について、前計画の適正化計画から変更し

「新座市職員定員管理計画（以下「定員管理計画」という。）」とします。 
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⑵ 会計年度任用職員の任用管理の必要性 

  会計年度任用職員制度は、地方自治体の厳しい財政状況を背景に、多

様化する行政需要に対応するための非常勤特別職、臨時職員・非常勤一

般職員の活用が増加する中、任用形態や採用方法などの適正性を確保

し、同一労働・同一賃金の考えに基づく手当の支給を行うため、令和２

年度から導入されています。 

本市では、当該制度の導入に合わせて、一部の非常勤特別職等を除き

会計年度任用職員への移行を行い、その後も、各所属における業務量の

増加への対応や育児休業等取得者の代替要員として任用を進めてきた

結果、全体の職員数に占める会計年度任用職員（全体１，５５３人中会

計年度任用職員６５０人）の割合は、令和４年度当初で約４２％となっ

ています。 

本計画では、地方公務員法上の任期の定めのない常勤職員や再任用

フルタイム勤務職員が対象となりますが、全体の半数近くを占める会

計年度任用職員は本市の財政運営に与える影響が大きいため、各所属

における業務量に応じた適正な人数の配置を検討する上で、必要最小

限の職員体制となるよう会計年度任用職員の任用管理を行う視点が必

要となります。 

こうした背景を踏まえ、本計画においては、今後の会計年度任用職員

の任用に当たっての基本的な考え方を示すこととします。 
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２  職 員 数 等 の 現 状 分 析  

⑴ これまでの定員管理に係る計画の推進状況 

  本市では、平成１１年度から平成２５年度までを計画期間とする削

減計画を策定し、同期間中４回の見直しを通して第５次にわたって職

員定数の削減に取り組んできました。 

  この結果、平成１１年度当初の職員数９７２人に対し、平成２５年度

当初の職員数は８２７人となり、１４５人（約１５％）の削減を行って

います。 

  また、その後の適正化計画においては、それまでの職員削減から業務

量に見合った適正配置の考えに移行したことなどを受け、同計画開始

時の基準値である平成２５年４月１日現在の職員数８２７人に対し、

令和２年４月１日現在の職員数は８８０人となり、最大で５３人の増

員としたところです。 

 図１  過去の計画における職員数の目標値と実績値の推移  

   

   ※  計 画 目 標 値 は 、 随 時 実 施 し た 見 直 し 後 の 目 標 数 値  

   ※  実 績 値 は 、 各 年 ４ 月 １ 日 現 在 の 職 員 数 （ パ ー ト タ イ ム 再 任 用 職 員 除 く 。）  

 

⑵ 人口と職員数の推移  

  平成１０年代の社会情勢は、景気の低迷が深刻化し、税制等の国の制

度が大きく変わるなど、厳しい自治体運営を強いられた時期であり、本

市においては、市税の落ち込み等により危機的な財政状況となったこ

とから、人件費を抑制するため、民間委託化の推進や非常勤職員の活用

等の推進と併せて、削減計画に基づく職員の削減を推進してきました。

H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 R2 R3 R4

計画目標値 967 954 949 934 930 917 915 902 885 864 852 840 845 831 823 835 832 830 826 859 865 869 869 869

実績値 972 957 943 928 918 916 911 901 875 862 851 849 836 825 827 829 824 827 827 875 875 880 855 869
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その結果、図２のとおり、平成１１年以降の職員数は、人口の増加に反

比例するように減少を続けてきました。 

その後、少子高齢化の進行等による福祉サービス需要の増加や地方

分権の推進に伴う権限移譲、また、土地区画整理事業や新庁舎建設事業

等を始めとした本市の主体的事業の推進により、増大し続ける業務量

に対応するための職員の確保が必要となったため、平成２６年度以降、

適正化計画に基づき、必要に応じて前倒しの採用を行いながら増員し

てきたところです。 

図２  新座市の人口と職員数の推移  

 
 ※  新 座 市 人 口 は 、 各 年 １ ０ 月 １ 日 現 在 の 人 数  

 ※  計 画 目 標 値 は 、 随 時 実 施 し た 見 直 し 後 の 目 標 数 値  

 ※  総 合 計 画 策 定 の 先 送 り に 伴 い 、 定 員 管 理 に 係 る 計 画 の 空 白 期 間 で あ っ た R3 年 度 ・ R4

年 度 の 計 画 目 標 値 は 、 適 正 化 計 画 の 最 終 の R2 年 度 の 計 画 目 標 値 を 維 持 す る こ と と し て

使 用 し た も の  

 ※  職 員 数 は 、 各 年 ４ 月 １ 日 現 在 の 人 数 （ 再 任 用 短 時 間 勤 務 職 員 除 く 。）  

 

⑶ 他自治体と比較した本市の職員数の水準について 

 ア  県内市との比較  

   前述した人口と職員数の推移を背景として、職員１人が受け持つ

市民の数は増加を続けてきました。適正化計画以降は、人口増の鈍化

や職員数の適正化（増員）により、職員１人が受け持つ市民の数の増

加は抑制されている状況です。 

令和３年度当初の職員１人が受け持つ市民の数は、表１のとおり、

県内３９市中４番目に多い１９４．４人となっており、本市ではスリ

ムな職員体制で市民サービスを提供している状況と言えます。 
 

H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 R2 R3 R4

新座市人口 149,256 149,592 149,694 150,054 151,179 152,310 153,135 153,931 155,164 156,934 158,761 159,786 161,062 161,617 162,366 163,107 163,674 164,650 165,471 165,434 165,624 166,220 166,218 165,763

計画目標値 967 954 949 934 930 917 915 902 885 864 852 840 845 831 823 835 832 830 826 859 865 869 869 869

職員数 972 957 943 928 918 916 911 901 875 862 851 849 836 825 827 829 824 827 827 875 875 880 855 869
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表１  県内市における職員１人当たりの市民の数（ R3.4.1 現在）  

順 位  自 治 体 名  
R3.4 .1 時 点  
職 員 数 (人 )  

R3.4 .1 時 点  
人 口 (人 )  

職 員 １人 当 たりの
市 民 の数 (人 ) 

1 春 日部 市  1,150 229,433 199.5 

2 上 尾市  1,155 227,435 196.9 

3 志 木市  388 75,505 194.6 

4 新 座市  854 166,051 194.4 

5 和 光市  437 83,539 191.2 
     

9 朝 霞市  765 141,422 184.9 
     

11 戸 田市  790 141,116 178.6 
     

19 坂 戸市  586 100,168 170.9 
     

22 狭 山市  889 148,497 167.0 
     

28 久 喜市  955 150,022 157.1 
     

39 秩 父市  531 59,173 111.4 
     

   ３ ９市 平 均  170.2 

   

   ※  職 員 数 は 、 総 務 省 「 令 和 ３ 年 度 地 方 公 共 団 体 定 員 管 理 調 査 」 か ら 引 用  

   ※  職 員 数 は 、 実 配 置 人 数 か ら 消 防 及 び 病 院 部 門 等 を 除 い た 人 数  

   ※  人 口 は 、 埼 玉 県 推 計 人 口 （ 月 報 デ ー タ ） か ら 引 用  

 

 イ  全国の類似団体との比較  

   総務省から、全国市区町村を対象として、人口と産業構造（産業別

就業人口の構成比）を基準にグループ（類型）分けを行い、グループ

ごとに人口１万人当たりの職員数の平均値を算出し、グループ内の

各市区町村と比較する参考指標として、表２のとおり、類似団体別職

員数の状況が示されています。 

これによると、令和３年４月１日現在、同類型の自治体３１団体中、

本市の普通会計部門では人口１万人当たりの職員数が最も少なく、一

般行政部門では人口１万人当たりの職員数が５番目に少ない状況と

なっています。 

また、同類型に属する３１団体の人口１万人当たりの職員数の平均

値は、普通会計部門で６０．８７人、一般行政部門で４４．３１人と

なっており、本市の職員数の規模は同類型の団体の平均を大きく下 

回っている状況です。 

この結果から、全国の同類型の団体の中で、本市の人口１万人当た

りの職員数は最も少ない水準に相当する位置付けとなっており、組織

機構や業務の外部委託化の状況等の差違は想定されるものの、他自治

体と比較して、少数精鋭の職員体制により効率的な行政運営を行って

いると言えます。 
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表２  同一グループ（類型）内団体の人口１万当たり職員数  

 

※  総 務 省 「 類 似 団 体 別 職 員 数 の 状 況 （ 令 和 ３ 年 ４ 月 １ 日 現 在 ）」 か ら 抜 粋  

 

 

⑷ 人件費の状況  

  本市の人件費（決算額）については、図３のとおり、平成１１年度以

降の職員削減の傾向に合わせて徐々に減少してきており、平成１１年

度の８５．８億円に対して、平成２５年度は１９．３億円減の６６．５

億円となっています。同様に、各年度決算カードによる歳出総額に占め

る人件費の割合は、平成１１年度の２２．６％に対して、平成２５年度

は１３．０％、令和２年度は１０．３％となっており、人件費の規模は

大きく縮小しています。 

なお、地方自治体全体では令和２年度の平均が１４．０％（令和４年

版地方財政白書第４５図参照）、埼玉県内の近隣市及び人口類似団体で

は表３のとおりとなっており、本市の人件費の規模は、他団体と比較し

て低い水準であると言えます。 
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図３  人件費と職員数の推移  

 
※  計 画 目 標 値 は 、 随 時 実 施 し た 見 直 し 後 の 目 標 数 値  

※  職 員 数 は 、 各 年 ４ 月 １ 日 現 在 の 人 数 （ 再 任 用 短 時 間 勤 務 職 員 除 く 。）  

※  人 件 費 割 合 は 、 各 年 度 決 算 カ ー ド に お け る 公 表 値  

 

表３  県内近隣市・類似団体の歳出総額における人件費の割合の比較（ 決 算 カ ー ド ）  

 
※  単 位 は ％ 表 示  

 

⑸ 業務量の状況（時間外勤務状況） 

  本市職員が担う業務量については、近年、国等による制度改正や福祉

サービス需要の増加、新型コロナウイルス感染症への対応などにより

増加傾向にありますが、一方で、平成２９年度から推進する仕事の見直

しプロジェクト等において、事務事業の見直しや効率化を図り、業務量

の削減に向けた取組を積極的に実施しているところです。 

こうした中、業務量の状況を表す指標の一つである時間外勤務時間

数の状況については、財政非常事態宣言に伴う事業削減の取組の成果

等が影響し、図４のとおり、令和２年度から令和３年度にかけて減少し

ているところですが、福祉部門等の部署においては、行政サービスの対

象者が増加傾向にあることなどを背景に、恒常的な時間外勤務が発生

している状況にあります。 

本計画においては、こうした状況も踏まえて、改めて市全体の業務量

を見定め、適正な職員数を位置付ける必要があります。 
 

H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 R2 R3 R4

人件費(億円) 85.8 84.6 84.0 82.2 81.0 79.5 78.0 78.2 75.8 75.2 73.7 72.7 71.8 69.6 66.5 68.5 67.4 66.3 67.2 68.3 68.9 68.3 66.8 0.0

計画目標値(人) 967 954 949 934 930 917 915 902 885 864 852 840 845 831 823 835 832 830 826 859 865 869 869 869

職員数(人) 972 957 943 928 918 916 911 901 875 862 851 849 836 825 827 829 824 827 827 875 875 880 855 869

人件費割合(%) 22.6 22.3 20.0 22.2 20.7 20.3 20.5 19.3 19.3 18.9 16.7 16.3 15.4 15.0 13.0 13.3 14.6 13.4 12.0 13.2 12.4 10.3 12.0

0.0

30.0

60.0

90.0

120.0

600

650

700

750

800

850

900

950

1000

朝霞市 志木市 和光市 狭山市 久喜市 入間市 戸田市
H28年度 13.4 17.5 15.0 14.2 16.4 15.4 16.8 14.0
H29年度 12.0 17.2 14.9 14.5 16.7 14.0 17.0 13.5
H30年度 13.2 16.8 14.1 14.2 16.2 15.5 16.2 14.1
R1年度 12.4 16.3 13.5 13.9 15.2 14.5 16.2 13.1
R2年度 10.3 11.8 10.6 10.6 12.3 10.9 13.8 10.8

近隣市 人口類似団体
年度 新座市
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図４  時間外勤務時間数の状況 （ 令 和 ２ 年 度 ・ 令 和 ３ 年 度 実 績 ）  

 

 

⑹ 会計年度任用職員の状況 

会 計 年 度 任 用 職 員 に つ い て は 、 令 和 ４ 年 ４ 月 １ 日 現 在 、 市 全 体 で  

６５０人を任用しており、これまでの正規職員削減の流れや行政需要

の高まりによって微増の傾向にあります。 

また、令和４年度からフルタイム勤務を行う会計年度任用職員の制

度を導入するなど、職種、任用形態、勤務時間などの雇用条件が複雑・

多様化する中にあっては、市全体の職員数の半数近くを占める同職員

が組織において有効に機能するよう適材適所で配置・任用することが

重要となります（図６の事務員以外の職種は、専門的業務に従事してい

ることから、人事異動による配属換は原則想定していません。）。 
 

図５  週の勤務時間の分布（ R4.4.1 現 在 ）      図６  任用職種の割合 （ R4.4.1 現 在 ）  

 

※  恒 常 的 業 務 に 従 事 す る 会 計 年 度 任 用 職 員 （ 合 計 ６ １ ３ 人 ） が 対 象  
 

単位：時間

４月 ５月 ６月
第１

四半期
７月 ８月 ９月

第２

四半期
１０月 １１月 １２月

第３

四半期
１月 ２月 ３月

第４

四半期
執行累計

令和３年度 5,959 5,330 6,336 17,625 4,958 2,268 3,115 10,340 5,664 3,208 2,971 11,843 3,101 3,658 6,241 13,000 52,808

(構成比　%) 11.3 10.1 12.0 33.4 9.4 4.3 5.9 19.6 10.7 6.1 5.6 22.4 5.9 6.9 11.8 24.6

令和２年度 9,547 8,679 7,950 26,175 5,816 4,152 4,440 14,407 4,915 4,543 3,781 13,240 3,445 4,953 6,410 14,808 68,631

(構成比　%) 13.9 12.6 11.6 38.1 8.5 6.0 6.5 21.0 7.2 6.6 5.5 19.3 5.0 7.2 9.3 21.6

増減 △ 3,588 △ 3,349 △ 1,614 △ 8,551 △ 859 △ 1,883 △ 1,325 △ 4,067 749 △ 1,335 △ 810 △ 1,397 △ 344 △ 1,295 △ 169 △ 1,808 △ 15,823

(対前年　%) △ 37.6 △ 38.6 △ 20.3 △ 32.7 △ 14.8 △ 45.4 △ 29.8 △ 28.2 15.2 △ 29.4 △ 21.4 △ 10.5 △ 10.0 △ 26.1 △ 2.6 △ 12.2 △ 23.1

※　職員全体の合計。

令和２年度～令和３年度　時間外勤務時間数 月別比較（対前年度）　　　

0.00
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10,000.00

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

時間

２年度実績

３年度実績

週20h未満

26%

週20h以上

30h未満 20%

週30h以上ﾌﾙﾀｲﾑ未満

48%

週38.75h(ﾌﾙﾀｲﾑ勤務)

6%

事務員(学校事務

含む) 27%

保育士 11%
その他職種

62%

1 6 0 

1 2 6 

3 5 

2 9 2 3 7 9 

1 6 5 

6 9 
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３  定 員 管 理 計 画  

⑴ 計画期間 

  定員管理計画の計画期間は、始期を総合計画に合わせることとし、令

和５年度から令和９年度までの５年間とします。 

 

⑵ 対象職員 

  定員管理計画の対象となる職員は、総務省の地方公共団体定員管理

調査の対象職員に準拠し、表４のとおりとします。 

なお、今後の定年引上げに伴い設定される職（制度）のうち、定年前

再任用短時間勤務制に移行する職員、暫定再任用短時間勤務に移行す

る職員（資料編参考３参照）については、定員管理計画から除外するも

のとします。 

表４  定員管理計画の対象職員について  

対象とする職員 除外する職員  
・ 一般職に属する常勤職員 (正規職員 )

※  定年引上げ対象者含む。  
・現行再任用フルタイム勤務職員  
・暫定再任用フルタイム勤務職員  

・会計年度任用職員 
・現行再任用短時間勤務職員  
・定年前再任用短時間勤務職員  
・暫定再任用短時間勤務職員  
・特別職・非常勤特別職  

 

⑶ 定員管理の基本方針 

 ア 基本方針 

   本市の職員体制については、これまで述べたとおり、他自治体と比

較して職員数が少なく、人件費の規模が小さい中で、業務のアウト 

ソーシングやＩＣＴ化、事務事業の見直しによる業務量の縮減など

を効果的に推進し、少数精鋭で効率的に行政運営を行ってきたと言

えます。 

これに対して、今後は、総合計画に掲げる事業の推進と併せて、社

会情勢の変化や公共施設等の老朽化への対応、ＤＸの推進など、複雑・

多様化する行政課題に対処しながら、職員のワークライフバランスに

も配慮した職員数の確保が求められます。 

このため、本市の定員管理においては、事業や行政課題への対応に

伴う業務量の増加に合わせて、全体の職員数を他自治体の水準を踏ま

えて一定程度増やしていくことが必要となる一方で、継続的な事務事

業の見直しやＤＸ、民営化等の行財政改革の推進に伴う業務量の縮減

にも併せて取り組むことにより、バランスの取れた適正な職員数とし

ていくことが重要です。 

そこで、本計画において、次のとおり定員管理の基本方針を定め、

着実に推進します。 
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定  員  管  理  の  基  本  方  針  

 
 

イ 年度別目標職員数（実働職員の目標数） 

   本計画に位置付ける各年度の目標職員数の算出に当たっては、各

部署に対して、令和５年度以降の想定される事務事業量※ １を踏まえ

た必要職員数（実働職員数※ ２）の調査を行い、回答内容の詳細につ

いてヒアリングを実施しました。 
 

 

 

 

 

 

当該調査及びヒアリングの内容について、上述の定員管理の基本方

針に基づき、他自治体の職員規模や市財政における人件費の状況、職

員の時間外勤務の状況等も踏まえ、組織全体のバランスに配慮した職

員数の調整を行い、表５のとおり、令和５年度以降の年度別目標職員

数（実働職員の目標数）を定めることとします。 
 

表５  年度別目標職員数（実働職員の目標数）  

年度  Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 Ｒ９年度 

実働職員 
全体数（ 人 ）  ８６４ ８６７ ８５９ ８５４ ８５２ 

※  Ｒ ４ 年 度 当 初 の 職 員 数 ： 育 児 休 業 取 得 者 等 の 欠 員 を 含 め た 実 配 置 人 数 ８ ６ ９ 人  
※  実 働 職 員 全 体 数 は 、各 年 度 当 初 の 必 要 実 働 職 員 数 を 想 定 し た も の で あ る た め 、育 児

休 業 取 得 者 等 の 欠 員 が 生 じ た 場 合 は 、各 年 度 の 途 中 退 職 者 の 状 況 等 も 踏 ま え て 職 員 採
用 に よ り 補 充  

•様々な行政課題への対応、第５次新座市総合計画の推進等により見込ま
れる業務量に応じた適正な職員数を配置します。

１ 業務量に対する適正かつ弾力的な配置

•育児休業や病気休職等の取得者に対する代替職員、突発的なプロジェク
トへの配置職員等について、事務事業の円滑な推進を図るため、適正な
職員数を確保し配置します。

２ 突発的な欠員に対する代替職員の適正な配置

•建築技師、土木技師などの採用困難職種については、本計画の目標数値
にかかわらず、将来を見据えた前倒し採用等を積極的に行います。

３ 採用困難職種の積極的採用

•ＤＸ推進、事務事業の見直し等を積極的に行い、職員数、人件費の増加
を最小限に抑えつつ、生産性の高い効率的な職員配置を行います。

４ 業務改革・生産性向上に向けた取組の推進

※ １  各 部 署 に お い て 、 総 合 計 画 に 位 置 付 け る 事 業 、 高 齢 化 の 進 行 等 に 伴 う 行
政 需 要 の 動 向 、法 令 等 の 改 廃 に 伴 う 事 務 事 業 、事 業 の 民 営 化 の 検 討 、DX 推
進 を 含 む 事 務 の 改 善 ・ 見 直 し の 実 施 な ど に 対 し て 検 証 を 行 い 、 算 出 し た 各
年 度 の 業 務 量  

※ ２  育 児 休 業 取 得 者 や プ ロ ジ ェ ク ト チ ー ム 等 の 臨 時 の 業 務 に 従 事 す る 職 員 を
除 い た 配 置 職 員 数  
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なお、表５の年度別目標職員数については、今後見込まれる業務量

に対応するための実働職員数を位置付けるものであるため、本計画の

推進上、計画期間における育児休業取得者等の欠員やプロジェクト対

応要員などの流動的・時限的な欠員分は含めないこととします。 

このため、各年度の育児休業取得者等の欠員やプロジェクト等の発

生状況に応じて、表５に位置付けた各部署の実働人数を確保（欠員補

充）することとし、職員採用、会計年度任用職員の有効活用等を適切

に実施します。これに伴い、計画期間中における職員の配置人数（育

児休業取得者等の欠員を含む配置職員数）は、表５の年度別目標職員

数を上回る場合があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、表５の年度別目標職員数については、総合計画やその他の各種

事業計画の推進状況、行政需要・行政課題の動向、事務改善・行財政改

革の実施状況及び突発的な新規事業への対応等に応じて、職員の業務

量に変動が生じることが見込まれる場合は、適正な職員数について随

時検証し、適宜計画の見直しを行うこととします。  

 

⑷ 定員管理に向けた人事管理の具体的方策 

  定員管理の適切な推進に当たっては、業務量に対して必要最小限の

職員配置となるよう、全ての職員が業務において最大の能力・効果を発

揮できる組織・職場環境を整備することが重要となります。 

このため、次のとおり、適正な定員管理に向けた人事管理の具体的な

方策について位置付けます。 

 ア 事務事業の見直し・アウトソーシングの検討・実施 

   限られた経営資源（職員）を効率的・効果的に活用し、日々増加傾

向にある行政需要・市民ニーズに的確に対応するため、事務事業の見

≪各年度の職員採用数について≫

表 ５ の 年 度 別 目 標 職員 数 を 確 保 す る た めに 必 要 な 職 員 採 用 数に つ

いては、各年度の途中退職者数や育児休業取得者等の欠員数、６１歳

以降に短時間勤務を選択する職員の割合など、採用数に影響する各指

標が流動的であることから、これらの動向を注視し、年度ごとに適切

かつ柔軟に対応していくこととします。 

また、令和５年度から地方公務員法の改正に伴う定年引上げの導入

により、１０年の間は、定年退職する職員の発生が隔年となり、職員

全体に占める６１歳以上のフルタイム職員の割合が増加することで、

職員の年齢構成のバランスに影響を及ぼすことが懸念されます。  

職員採用においては、退職者の補充を目的とした新規採用職員数を

複数年度間で調整し、業務量に応じた適正な職員数を確保しながら、

職員の年齢構成の平準化に努めます。   
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直し・改善及び先端技術の活用を進めます。 

   また、公共事業として役割を終えたもの（終える可能性があるも

の）や民間活力を利用することで市民サービスの向上につながるも

の等については、積極的にアウトソーシングの導入検討を行います。 

 イ 人事異動等による柔軟な職員配置の実施 

   ジョブローテーションの考えによる人事異動を基本としつつ、人

事ヒアリングを通じて各部署の業務量を適正に見定め、業務量に応

じた弾力的な職員配置を行うとともに、職員の持つ能力を最大限発

揮できる部署への配置を行います。 

ウ 時勢に応じた組織機構の見直しの実施 

  社会情勢の変化や市民ニーズの動向等を捉え、限られた職員で組

織的に対応するため、適宜組織機構の見直しを行い、適正に職員の再

配置を行います。 

エ 多様な任用方法の導入の検討 

  多様な行政需要・行政課題に対応する専門人材等を確保するため、

任期付採用などの新たな任用方法の導入について検討します。 

また、時季による業務量の動きに対して流動的に職員を活用できる

よう、職員の応援体制を強化することにより、最小限の増員に留める

定員管理を目指します。 

オ 職員の年齢構成の平準化 

  本市職員の年齢構成は、これまでの職員削減の方針に基づく採用

抑制等の影響により、部分的に歪みが生じています。 

組織において年齢構成の歪みが生じている場合、職員の経験、ノウ

ハウなどの円滑な継承の妨げになるとともに、人件費の変動が大きく

なるなど、安定した行財政運営に支障を来す可能性があります。 

このため、今後もバランスのとれた職員採用を継続しながら、年齢

構成を平準化していきます。 

カ 人材育成型の人事管理の推進 

  適正な定員管理を推進するため、新座市人材育成基本方針に基づ

き、研修等を通じた職員の資質・能力の向上を図るとともに、効果的

な人事評価の実施や職員が活躍できる機会の創出等により、職員の

モチベーションアップにつなげる取組を行います。 

キ 専門職の積極的採用 

  本市の専門的業務を担う技師、保育士等の専門職については、近年

特に採用が困難な状況となっています。当該専門職は、業務において

不可欠な専門的技術や知識の継承が必要であることから、継続的な

採用、効果的な育成、離職を防ぐ仕組みづくりが求められます。 

専門職の採用活動に当たっては、本市の職場としての魅力を高める

とともに、関連する大学や団体等への積極的な働きかけを行います。 
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ク 技能労務職の退職不補充 

  技能労務職の給食調理員については、配属先である市内小学校及び

公立保育園の給食調理業務の委託化を引き続き推進することから、退

職に伴う補充は行わず、必要に応じて会計年度任用職員等の配置によ

り対応します。 

 

⑸ 会計年度任用職員の任用管理について 

  本計画では、会計年度任用職員は定員管理の対象外となりますが、職

員数全体に占める割合が約４２％（令和４年４月１日現在：６５０人）

と高く、市財政に与える影響が大きいことを踏まえ、正規職員とのバラ

ンスに配慮し、任用・更新（再度の任用）が必要な業務を見極めて任用・

配置するなど、一定の任用管理を行いながら適正な配置を行う視点が

重要です。 

  そこで、次のとおり、本計画において令和５年度以降の会計年度任用

職員の任用管理の具体的なポイントを整理し、推進します。 

 

 ア  会計年度任用職員を任用する際には、従事させる職務（業務）の実

施期間を踏まえた任期を明示します（当該実施期間が複数年度にま

たがる場合は、配属部署等の意向を確認し再度の任用を行います。）。 

 イ  育児休業取得者等の代替、突発的業務の発生による補充などにつ

いては、可能な限り正規職員を配置することとしますが、当該代替・

補充要員として会計年度任用職員を任用する場合、原則、任用期間は

当該休職者が復帰するまで又は業務の必要期間とします。 

 ウ  新年度の会計年度任用職員の配置を検討する際には、業務量や正

規職員とのバランス等をみて、必要人数、配属等を検討します。 
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 平成１１年度以降の定員管理について、「職員定数削減計画」及び「職員定数適

正化計画」における職員数の目標値の設定方針の推移は以下のとおりです。  

計 画  目 標値 の 設 定の 考 え 方  

職 員定 数 削 減計 画  

第 １次 計 画  

（ H10.10 策定 ）  

平 成 １ ０ 年 １ ０ 月 １ 日 現 在 の 定 数 条 例 の 定 数 ９ ８ ６ 人 に 対 し 、

定 年 退 職 者 の 不 補 充 を 基 本 と し て 、１ ４ ０ 人（ １ ４ ．２ ％ ）を 削 減

し 、 平 成 ２ ５ 年 ４ 月 １ 日 現 在 の 職 員 数 を ８ ４ ６ 人 と す る 計 画 と し

て い ま し た 。  

職 員定 数 削 減計 画  

第 ２次 計 画  

（ H13.12 見直 し ）  

当 初 計 画 に 学 校 給 食 調 理 業 務 の 民 間 委 託 化 に 伴 い 、 新 た に ５ ２

人 を 上 乗 せ し 、１ ９ ５ 人（ １ ９ ．８ ％ ）を 削 減 し 、平 成 ２ ５ 年 ４ 月

１ 日 現 在 の 職 員 数 を ７ ９ １ 人 と す る 計 画 と し て い ま し た 。  

職 員定 数 削 減計 画  

第 ３次 計 画  

（ H15.10 見直 し ）  

事 務 事 業 の 見 直 し 、再 任 用 職 員 に よ る 代 替 、非 常 勤 一 般 職 等 に よ

る 代 替 、民 間 委 託 化 の 推 進 等 に よ り 、新 た に ５ ５ 人 を 上 乗 せ し 、２

５ ０ 人（ ２ ５ ．４ ％ ）を 削 減 し 、平 成 ２ ５ 年 ４ 月 １ 日 現 在 の 職 員 数

を ７ ３ ６ 人 と す る 計 画 と し て い ま し た 。  

職 員定 数 削 減計 画  

第 ４次 計 画  

（ H17.12 見直 し ）  

第 ３ 次 計 画 に よ る 削 減 手 法 を さ ら に 推 進 し 、 ２ ７ ５ 人  （ ２ ７ ．

９ ％ ）を 削 減 し 、平 成 ２ ５ 年 ４ 月 １ 日 現 在 の 職 員 数 を ７ １ １ 人 と す

る 計 画 と し て い ま し た 。  

職 員定 数 削 減計 画  

第 ５次 計 画  

（ H20.11 見直 し ）  

指 定 管 理 者 制 度 の 導 入 等 の 民 間 委 託 化 の 推 進 が 計 画 ど お り に 進

ん で い な い こ と 等 を 踏 ま え 、削 減 計 画 を 緩 和 し 、計 画 期 間 内 に ２ ２

２ 人（ ２ ２ ．５ ％ ）を 削 減 し 、平 成 ２ ５ 年 ４ 月 １ 日 現 在 の 職 員 数 を

７ ６ ４ 人 と す る 計 画 と し て い ま し た 。  

職 員定 数 削 減計 画  

第 ５次 計 画 修正  

（ H23.2 修 正）  

指 定 管 理 者 制 度 の 導 入 等 の 民 間 委 託 化 が 進 ん で い な い こ と 、 少

子 高 齢 社 会 の 進 展 、景 気 の 低 迷 、政 権 交 代 等 に よ る 業 務 量 の 増 減 等

を 踏 ま え 、計 画 と 実 績 の か い 離 が 生 じ る こ と が 見 込 ま れ る た め 、緩

や か な 削 減 と な る よ う 修 正 を 行 い 、計 画 期 間 内 に １ ６ ３ 人（ １ ６ ．

５ ％ ）を 削 減 し 、平 成 ２ ５ 年 ４ 月 １ 日 現 在 の 職 員 数 を ８ ２ ３ 人 と す

る 計 画 と し て い ま し た 。  

ま た 、第 ５ 次 行 財 政 改 革 大 綱 実 施 計 画 の 計 画 年 次 に 合 わ せ て 、平

成 ２ ６ 年 度 及 び 平 成 ２ ７ 年 度 に つ い て も 暫 定 的 な 目 標 値 を そ れ ぞ

れ ８ １ ７ 人 、 ８ １ １ 人 と 定 め て い ま し た 。  

職員定数適正化計画 

（ H26.4 策 定）  

定 員 管 理 の 方 針 を「 削 減 」か ら「 適 正 化 」に 移 行 す る 一 方 、厳 し

い 財 政 状 況 を 踏 ま え て 職 員 の 適 切 な 削 減 は 必 要 と 考 え 、 総 合 的 に

業 務 量 に 見 合 っ た 適 正 配 置 と な る よ う 検 討 を 行 い 、 平 成 ３ ２ 年 ４

月 １ 日 現 在 の 職 員 数 を ８ ２ ３ 人 と す る 計 画 と し て い ま し た 。  

 な お 、前 の 計 画（ 第 ５ 次 ）に お い て 定 め た 暫 定 的 な 目 標 値 に つ い

て は 見 直 し し 、平 成 ２ ６ 年 ４ 月 １ 日 現 在 の 職 員 数 を ８ ３ ５ 人 、平 成

２ ７ 年 ４ 月 １ 日 現 在 の 職 員 数 を ８ ３ １ 人 と し ま し た 。  

職員定数適正化計画 

（ H29.12 見直 し ）  

 行 政 需 要 の 増 加 等 に 伴 う 業 務 量 と 計 画 上 の 職 員 数 に 乖 離 が 生 じ

て い る こ と へ の 対 応 、 指 定 管 理 者 制 度 の 導 入 等 の 行 財 政 改 革 の 取

組 、再 任 用 職 員 、非 常 勤 職 員 等 の 配 置 状 況 な ど を 再 整 理 し 、業 務 量

に 見 合 っ た 適 正 配 置 を 行 う た め 増 員 が 必 要 と 判 断 し 、 平 成 ３ ２ 年

４ 月 １ 日 現 在 の 職 員 数 を ８ ６ ９ 人 と す る 計 画 に 見 直 し ま し た 。  

参考１ 過去の定員管理に係る計画の目標設定の推移について 
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⑴  年齢・男女別構成  

本市職員の年齢・男女別構成（令和４年度現在）は、若年層の２０～３０歳

代の職員が多く、高齢層の５０歳代の職員が少ない状況となっています。また、

現在の４０歳代を中心とした就職氷河期世代も、他の年代と比較すると少ない

傾向にあります。 

男女別では、全体（８６９人）のうち約５５％（４８４人）が女性職員で、

約４５％（３８５人）が男性職員となっており、各年代別を見てもおおむね女

性職員の割合が高い状況となっています。  

図１  年齢別・男女別職員数 （ 令 和 ４ 年 ４ 月 １ 日 現 在 ： 計 ８ ６ ９ 人 ）  

 

図２  年代別・男女別職員数 （ 令 和 ４ 年 ４ 月 １ 日 現 在 ： 計 ８ ６ ９ 人 ）  

 

図３  年齢別・男女別職員構成比率 （ 令 和 ４ 年 ４ 月 １ 日 現 在 :100％ 積 み 上 げ グ ラ フ ）  
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参考２ 職員構成の各種別状況について 

（ 単 位 ： 人 ）  

（ 単 位 ： 人 ）  

年 齢  

(単 位 ： 人 )  
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⑵  職種別構成  

本市職員の職種別構成については、一般事務が約７４％、その他専門職（有

資格職）が約２６％となっています。 

専門職のうち、保育士については、これまで保育需要の高まりに合わせて適

宜増員を図ってきましたが、一方で建築・土木・電気技師については、特に採

用困難職であることから、本市における土地区画整理事業やインフラ・公共施

設整備事業の推進に当たって職員が不足している状況です。 

図４  職種別構成図（ 令 和 ４ 年 ４ 月 １ 日 現 在 ： 計 ８ ６ ９ 人 ）  

 

 

⑶  部門別職員数  

毎年総務省が実施する「地方公共団体定員管理調査」における部門別職員数

について、平成２５年度から令和３年度までの期間中、前半はほぼ横ばいで推

移していますが、平成２９年に実施した職員定数適正化計画の見直しに基づき

前倒し採用を行った平成３０年度から職員数が増加しています。  

その中で、「総務・企画部門」  

及び「土木部門」においては、  

オリンピック・パラリンピック  

推進室の設置や大和田二・三丁  

目地区区画整理事業の推進など  

により、平成２９年度から平成  

３０年度にかけて１０％以上の  

増員となっています。  

また、民生部門については、  

職員数の大きな増減はないもの  

の、福祉サービス需要の高まり  

に伴い、財政上扶助費の比重が  

増大している状況から年々微増  

の傾向にあります。 

 

 

 

一般事務

640

74%

建築技師23

土木技師29
電気技師4

保育士102

保健師26

看護師8
栄養士4

理学療法士2

作業療法士1
福祉介護員3
給食調理員27

その他

229

26%

（ 単 位 ： 人 ）  

平25 平26 平27 平28 平29 平30 平31 令２ 令３

議　　会 8 8 8 8 8 8 8 8 8

総務・企画 171 171 167 161 158 175 184 186 178

税　　務 64 65 68 70 70 72 70 69 66

労　　働 0 0 0 0 0 0 0 0 0

農林水産 8 8 7 7 8 7 7 6 5

商　　工 10 10 10 12 12 12 13 12 9

土　　木 66 68 66 67 68 78 76 77 71

小　　計 327 330 326 325 324 352 358 358 337

民　　生 253 260 263 265 257 267 270 274 276

衛　　生 40 40 41 41 42 43 43 43 41

小　　計 293 300 304 306 299 310 313 317 317

620 630 630 631 623 662 671 675 654

118 113 108 108 108 110 102 102 102

0 0 0 0 0 0 0 0 0

738 743 738 739 731 772 773 777 756

0 0 0 0 0 0 0 0 0

26 26 27 27 26 25 25 24 24

12 12 12 12 12 14 13 14 13

0 0 0 0 0 0 0 0 0

51 47 46 49 58 62 61 61 61
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そ の 他
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区 分

表１  部門別職員数（ H25 年度～ R3 年度）  

※ 地 方 公 共 団 体 定 員 管 理 調 査 の 個 別 団 体 表 か ら 抜 粋  
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⑴  再任用職員の状況  

本市では、新座市職員の再任用に関する条例（平成１３年新座市条例第２号）

に 基 づ き 、 定 年 退 職 す る 職 員 の 雇 用 と 年 金 の 接 続 を 図 る た め 、 本 人 の 希 望 に   

沿って再任用職員として任用し配置しています。当該職員は、長年の公務経験

を活かした市政運営の重要な担い手となっています。  

このうち、年金支給開始年齢の引上げに合わせて、同年齢に達するまでの間

は本人の希望に基づきフルタイム再任用職員として任用し、定員管理上、常勤

職員としてカウントしています。  

これまでの再任用職員の職員数については、図５のとおり、全体数が減少傾

向にありますが、フルタイム勤務の割合は、平成３０年度の８．１％に対し、

令和４年度は年金支給開始年齢の引上げに伴い３３．３％と増加している状況

です。  

なお、令和５年度から地方公務員の定年引上げが実施されるため、現行の再

任用制度の適用は、令和４年度定年退職者が６５歳になるまでの間となります。

定年引上げ開始前の現行の再任用制度（フルタイム勤務）に該当する職員の推

移予測は表２のとおりです。  

 図５  再任用職員の職員数の推移 （ 各 年 度 ４ 月 １ 日 現 在 値 ）  

 
※  給 食 調 理 員 を 含 む 職 員 数  

     

表２  現行再任用制度の対象となるフルタイム職員の推移  

 
※  ()カ ッ コ 内 の 数 値 は 、 カ ッ コ 左 の 数 値 に 含 ま れ る 給 食 調 理 員 の 人 数  

※  ６ ５ 歳 到 達 前 に 退 職 す る 職 員 等 の 発 生 は 考 慮 し な い 数 値  

 

⑵  定年引上げについて  

地方公務員法の一部改正（令和３年６月１１日公布）に伴い、令和５年度か

ら定年引上げが段階的に実施されます。 

本市において、定年引上げを踏まえた６１歳以上の職員数の推移予測は表３

のとおりであり、定年時退職者や定員管理外となる再任用短時間勤務職員等に

H30年度 H31年度 R2年度 R3年度 R4年度

再任用フルタイム勤務 6 8 10 11 17

再任用短時間勤務 68 56 47 44 34

計 74 64 57 55 51
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ﾌ ﾙ ﾀ ｲ ﾑ 8 . 1 %  

ﾌ ﾙ ﾀ ｲ ﾑ 3 3 . 3 %  

（ 単 位 ： 人 ）  

参考３ ６１歳以上の職員について 

（ 単 位 ： 人 ）  
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移行した職員等の発生を考慮しない場合、令和１０年度以降は６１歳以上の常

勤職員が５０人を超えることとなります。  

また、当該制度により定年が引き上げられる職員の給与は、６０歳到達時の

７割水準を確保することとされており、現行の再任用制度の給与水準よりも高

いことから、高齢層の職員における人件費は今後相対的に増加していくことが

予測されます。 

さらに、職員採用においては、これまで原則として、定年時退職者や定員管

理外となる再任用短時間勤務職員等に移行した職員分の補充を行ってきました

が、令和５年度以降の段階的な定年引上げにより、令和５年度以降の奇数年度

に 定 年 退 職 者 が 発 生 し な い 状 況 と な る た め 、 今 後 の 採 用 職 員 数 に つ い て は 、   

１０年間の定年引上げ移行期間全体の中で、年齢構成や行政需要の動向等との

バランスに配慮した人数の設定が求められます。  
 

表３  再任用職員と定年引上げ対象職員の推移予測  

 

※  令 和 ６ 年 度 以 降 の ６ １ 歳 以 上 の 職 員 数 は 、定 年 前 再 任 用 短 時 間 勤 務 へ の 移 行 者 及 び  

普 通 退 職 者 （ 途 中 退 職 者 ） を 想 定 し な い 場 合 の 最 大 値  

※  暫 定 再 任 用 へ の 切 替 時 は 全 員 フ ル タ イ ム を 選 択 す る 想 定 と し た も の  

※  ()カ ッ コ 内 の 数 値 は 、 カ ッ コ 左 の 数 値 に 含 ま れ る 給 食 調 理 員 の 人 数  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

定年引上げ実施期間

Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 Ｒ９年度 Ｒ１０年度 Ｒ１１年度 Ｒ１２年度 Ｒ１３年度 Ｒ１４年度

13(4) 7(5) 6 21(4) 11(3) 13 14(2) 18 16(2) 19 33(2)
【60歳】 【61歳】 【62歳】 【63歳】 【64歳】 【65歳】 【65歳】 【65歳】 【65歳】 【65歳】 【65歳】

17(4) 20(5) 23(9) 24(8) 45(12) 48(13) 58(12) 65(9) 77(9) 72(7) 80(4)

現行再任用フルタイム(1年目) 8(2) 3(1)

現行再任用フルタイム(2年目以降) 9(2) 17(4) 16(4) 11(3) 11(3) 3(1) 0

定年引上げ(1年目:61歳年度) 7(5) 6 21(4) 11(3) 13 14(2) 18 16(2) 19

定年引上げ(2年目:62歳年度) 6 21(4) 11(3) 13 14(2) 18 16(2)

定年引上げ(3年目:63歳年度) 21(4) 11(3) 13 14(2) 18

定年引上げ(4年目:64歳年度) 11(3) 13 14(2)

定年引上げ(5年目:65歳年度) 13

定年引上げ→暫定再任用フルタイム(切替1年目) 7(5) 6 21(4) 11(3)

定年引上げ→暫定再任用フルタイム(切替2年目) 7(5) 6 21(4)

定年引上げ→暫定再任用フルタイム(切替3年目) 7(5) 6

定年引上げ→暫定再任用フルタイム(切替4年目) 7(5)

定年年齢

定年引上げの推移

６０歳到達年度・到達者数
【定年年齢】

61歳 62歳 63歳 64歳

61歳以上の職員(現行再任用・定年引上げ対象者)合計

（

内

訳

）

R4年度 定員管理計画期間

65歳
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平均寿命の伸長や少子高齢化の進展を踏まえ、豊富な知識、技術、経

験 等 を 持つ 高 齢期 の職 員 に 最大 限 活躍 して も ら うこ と を目 的と し て 、

地 方 公 務員 法 の一 部を 改 正 する 法 律の 成立 に よ り、 職 員の 定年 が こ れ

までの「６０歳」から段階的に引き上げられ、最終的に「６５歳」とな

ります。  

本市においては、定年引上げの影響により、１０年後の６１歳以上の

職員が現在の４倍強に当たる８０人（最大値）に増加すると想定されて

おり、高齢期の職員が最大限活躍できる職場環境、組織体制の整備が必

要となります。 

また、高齢期の職員の割合が増加することで、職員全体の年齢構成に

影響を及ぼすことから、定年引上げのスケジュールに合わせて、職員の

年 齢 構 成の 平 準化 につ な が るよ う 柔軟 な職 員 採 用を 実 施す るこ と が 重

要です。  

 

１  定年の段階的引上げ  

  令和５年度から、現行６０歳の職員の定年を２年に１歳ずつ段階

的に引き上げて、６５歳とするもの 

 

 

 

 

２  管理監督職勤務上限年齢制（役職定年制）  

  組織の新陳代謝を目的として、管理監督職勤務上限年齢制を導入

する。条例において、管理監督職勤務上限年齢制の対象となる管理

監督職を定めるとともに、管理監督職勤務上限年齢を６０歳とする

もの  

 

 

 

３  ６０歳に達した職員の給与  

  当面の間、６０歳に達した職員の給料月額を、６０歳時点の７割

水準とするもの 

４  定年前再任用短時間勤務制  

  ６０歳に達した日以後定年前に退職した職員を、本人の希望によ

り、短時間勤務の職に採用（任期は定年退職日まで）することがで

きる定年前再任用短時間勤務制を導入 

５  情報提供・意思確認制度  

  職員が６０歳に達する日の前年度に、６０歳以後の任用、給与等

に関する情報を提供するとともに、６０歳以後の勤務の意思を確認

することを努める制度を創設  

６  暫定再任用制度 

  現行の再任用制度を廃止するとともに、定年の引上げが完了する

までの経過措置として、暫定再任用制度（フルタイム・短時間）を

設置  

令和５年度 令和７年度 令和９年度 令和11年度
令和６年度 令和８年度 令和10年度 令和12年度

６１歳 ６２歳 ６３歳 ６４歳 ６５歳

令和13年度

 
管理監督職勤務上限年齢に達した職員については、原則として管理監督職以外の職等に降任又は

降給を伴う転任を行う。 
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⑴  定員モデルによる分析  

定員モデルとは、地方公共団体が自主的に定員管理に取り組むことのできる

分野の多い一般行政部門を対象として、地方公共団体の部門ごとの職員数と、

その職員数と相関関係が強い説明変数（人口・世帯数、事業所数などの各種統

計データ）を用いて、各団体における平均的な職員数を部門別に算出できる参

考指標とされています。  

現在国から示されている平成３０年度に改定された第１０次定員モデルは、

人口などの説明変数のデータが改定当時の数値であるため、参考値として本市

の部門別職員数の特徴・傾向を把握する目的で使用します。 

第１０次定員モデルによる本市の試算職員数は、一般行政部門全体で６２０

人ですが、実際の平成３０年度の職員数は６６２人で４２人多く配置している

状況となっています。ただし、部門別にみると、衛生・経済分野などが定員モ

デル試算職員数より大きく下回っている一方で、税務・民生部門は試算より上

回っています。この税務・民生部門については、税等の徴収体制の強化や福祉

サービスの充実など、これまでの本市の取組が職員数に反映されているものと

考えられます。  

表４  第１０次定員モデルによる試算職員数との比較  

部門  
H30 年度定員管理

調査職員数Ⓐ  
定員モデル分析に
よる試算職員数Ⓑ  

実職員数指数  

議会・総務  １８３  １７６  １０４．０  

税務  ７２  ５５  １３０．９  

民生  ２６７  ２１８  １２２．５  

衛生  ４３  ６２  ６９．４  

経済 （ 商 工 な ど ）  １９  ２７  ７０．４  

土木 （ 建 築 な ど ）  ７８  ８２  ９５．１  

一般行政部門計 ６６２  ６２０  １０６．８  

※  実 職 員 数 指 数 は 、定 員 モ デ ル に よ る 試 算 職 員 数 Ⓑ を 100 と し た 場 合 の Ⓐ に 対 す る 指 数  

※  職 員 数 Ⓐ ・ Ⓑ の 単 位 ： 人  

 

⑵  定員回帰指標による分析  

定員回帰指標は、人口と面積の二つの要素だけを説明変数として、地方公共

団体の試算職員数を算出できる参考指標とされています。 

令和３年度の定員回帰指標による試算値は、一般行政部門・普通会計部門の

いずれも実職員数を大きく上回る結果となっており、人口・面積の要素から見

る本市の職員数全体の水準は低い状況と言えます。    

図６  定員回帰指標による試算値との比較 （ 人 口 ： R3 年 3 月 末 時 点 値 ）  

 
※  R3 年 度 職 員 数 は 、 総 務 省 「 地 方 公 共 団 体 定 員 管 理 調 査 」 の 回 答 値  

※  人 口 係 数 ・ 面 積 係 数 ・ 一 定 値 は 、 一 般 市 の 固 定 値  

人口係数 人口（千人） 面積係数 面積（㎢） 一定値 指標値 Ｒ３年度職員数

一般行政 4.00 × 166.25 ＋ 0.22 × 22.78 ＋ 60.00 ＝ 730.01 ＞ 654
(-76.01)

普通会計 5.70 × 166.25 ＋ 0.33 × 22.78 ＋ 80.00 ＝ 1035.14 ＞ 756
(-279.14)

参考４ 定員モデル等による分析 
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⑶  類似団体別職員数の状況  

類似団体別職員数の状況は、全市区町村を対象として、その人口と産業構造

（産業別就業人口の構成比）を基準にグループ（類型）分けを行い、グループ

ごとに人口１万人当たりの普通会計部門の職員数の平均値を算出し、グループ

内の各市区町村の職員数を比較する参考指標です。  

全体及び部門別での比較では、令和３年４月１日現在の本市の普通会計部門

の実職員数（表５中の現在職員数の合計）が７５６人に対して、同一グループ

内の各団体の平均値（表５中の修正値の合計）が８００人となっており、本市

は同一類型団体の平均から４４人少ない状況です。  

部門別では、総務・企画、税務及び民生部門の実職員数が平均値を上回って

おり、おおむね定員モデル分析と同様の傾向が見られます。その他の部門は全

て、実職員数が平均値を下回っている状況です。  

表５  同一グループ（類型）の各部門別平均職員数の状況（令和３年度）  

 

※  総 務 省「 令 和 ４ 年 地 方 公 共 団 体 定 員 管 理 調 査 」の 大 部 門 以 上 定 員 管 理 診 断 表 か ら 抜 粋  

※  大 部 門 を 構 成 す る 中・小 部 門 に 職 員 が 未 配 置 で あ る 場 合（ 団 体 ）を 平 均 値 算 出 時 に 除  

外 し た も の が 修 正 値 （ 除 外 し な い も の が 単 純 値 ）   

 

 

R3.4.1

大 部 門 現 在 　単純値 　修正値

住基人口 超 過 数 超 過 率 住基人口 超 過 数 超 過 率

職 員 数 10,000 10,000

B D E（B-D） E/B×100 F G（B-F） G/B×100

人 人 人 ％ 人 人 ％

議 会 8 8 0.0 8 0.0

総 務 ・ 企 画 178 190 ▲ 12 ▲ 6.7 169 9 5.1

税 務 66 54 12 18.2 54 12 18.2

民 生 276 256 20 7.2 260 16 5.8

衛 生 41 96 ▲ 55 ▲ 134.1 65 ▲ 24 ▲ 58.5

労 働 1 ▲ 1

農 林 水 産 5 13 ▲ 8 ▲ 160.0 12 ▲ 7 ▲ 140.0

商 工 9 12 ▲ 3 ▲ 33.3 12 ▲ 3 ▲ 33.3

土 木 71 106 ▲ 35 ▲ 49.3 109 ▲ 38 ▲ 53.5

一 般 行 政 計 654 736 ▲ 82 ▲ 12.5 689 ▲ 35 ▲ 5.4

教 育 102 147 ▲ 45 ▲ 44.1 111 ▲ 9 ▲ 8.8

消 防 128 ▲ 128

普 通 会 計 計 756 1,012 ▲ 256 ▲ 33.9 800 ▲ 44 ▲ 5.8

単純値及び修正値により算出した職員数との比較

単純値 による比較 修正値 による比較

× ×× ×


